
基準価額の推移（2010年6月24日 ～ 2025年4月30日) （設定日前日を10,000としております）
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2025年4月30日現在

・当ファンドはマザーファンドを通して運用を行っております。
・資産構成欄の比率は、当ファンドの純資産総額に対する実質比率です。
・基準価額の騰落率は、税引前分配金を再投資したものとして計算を行い
表示しています。

・基準価額は、当ファンドの信託報酬控除後の価額です。
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・基準価額は、信託報酬控除後の価額です。信託報酬率については、後記の「信託報酬」をご覧ください。
・分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算を行い表示しています。
・上記のグラフや数値は過去の実績を示したものであり、将来の動向や当ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

設定日 ２０１０年６月２４日
決算日 原則 毎月２２日

追加型投信／国内／不動産投信

当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。

分配金の推移（最近12期分）　※分配金は1万口当たりの税引前の金額。

167期 168期 169期 170期
2024/5/22 2024/6/24 2024/7/22 2024/8/22

45円 45円 45円 45円
171期 172期 173期 174期

2024/9/24 2024/10/22 2024/11/22 2024/12/23
45円 45円 45円 45円
175期 176期 177期 178期

2025/1/22 2025/2/25 2025/3/24 2025/4/22
45円 45円 45円 45円

基準価額

当ファンド
基準価額は分配落後です。

4月の基準価額の高値・安値

高値 (日付) 安値 (日付)
当ファンド 7,815円 (21日) 7,467円 (7日)

2025/4/30 2025/3/31
7,758円 7,714円 

基準価額の騰落率

当ファンド
1ヵ月 1.2%   
３ヵ月 1.1%   
６ヵ月 3.4%   
１年 ▲2.8%   
３年 ▲6.9%   
５年 27.6%   

設定来 171.7%   

分配金実績 　※分配金は1万口当たりの税引前の金額。

2021年分 2022年分 2023年分
540円   540円   540円   

2024年分 2025年分 設定来合計
540円   180円   13,080円   

・運用状況により分配金額は変動しますので、分配対象額が少額の場合に
　は、分配を行わないことがあります。

資産構成

内訳
不動産投資信託証券 96.8 % 96.4 %

その他 3.2 % 3.6 %

純資産総額 45,996 百万円 45,884 百万円
元本 59,290 百万円 59,480 百万円

銘柄数 25 銘柄 28 銘柄

2025/4/30 2025/3/31
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2025年4月30日現在

コメント あくまで作成時点での見解等を開示したもので、将来の市場環境の変動やファンドの値動き等を保証するものではありません。

・配当利回りは、原則として各種データベース等の予想配当利回りを基に組入銘柄の純資
産総額に対する実質的な組入比率で加重平均したものです。
・当ファンドの利回りとは異なり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。

コード 銘柄名 比率 Ｊ－ＲＥＩＴ価格（円） 予想配当金（円）

1 8951 日本ビルファンド 8.7% 132,600 2,400 3.6%

2 3462 野村不動産マスターファンド 7.3% 142,200 3,555 5.0%

3 8952 ジャパンリアルエステイト 6.6% 113,300 2,400 4.2%

4 8953 日本都市ファンド 5.9% 95,100 2,770 5.8%

5 3281 ＧＬＰ 5.8% 123,200 3,255 5.3%

6 8984 大和ハウスリート 5.5% 239,300 6,200 5.2%

7 8963 インヴィンシブル 5.5% 59,000 1,895 6.4%

8 8954 オリックス不動産 5.2% 179,800 4,540 5.1%

9 8960 ユナイテッド・アーバン 5.0% 150,200 4,000 5.3%

10 8955 日本プライムリアルティ 4.2% 353,000 7,950 4.5%

11 3471 三井不動産ロジスティクスパーク 3.9% 101,900 3,629 4.7%

12 8967 日本ロジスティクスファンド 3.6% 93,500 2,150 4.6%

13 3309 積水ハウス・リート 3.1% 77,000 2,200 5.7%

14 3226 日本アコモデーションファンド 3.1% 116,500 2,234 3.8%

15 3283 日本プロロジスリート 3.0% 236,100 5,600 4.7%
・比率は、当ファンドの純資産総額に対する実質比率です。 
・比率は、小数第２位を四捨五入しております。
・予想配当利回りは、各種データを基にアセットマネジメントOneが作成しております。
・予想配当利回りは、予想配当金をもとに年換算して算出しています。

上場不動産投信実質組入上位１５銘柄

予想配当利回り

全25銘柄 4.9%

ポートフォリオの予想配当利回り

4月のJ-REIT市場は上昇しました。米政権の相互関税発表

を受けて世界的にリスク回避の動きが強まり、市場が変動

の激しい展開となる中、J-REITも一時下落しました。その後、

関税の直接の影響を受けにくいJ-REITのディフェンシブ性

が評価されたことや日銀の利上げ観測後退もあって、上昇

に転じました。月末にかけては米政権の緊張緩和に向けた

動きからリスク選好が改善する中、J-REITは横ばい圏で推

移しました。用途別では、円高が嫌気されてホテル関連リー

トが相対的に下落する一方で、オフィス関連や住宅関連リー

トが相対的に上昇する展開となりました。

当ファンドは、りそなアセットマネジメントからの投資助言を

参考に配当等収益の確保と投資信託財産の長期的な成長

を目指して運用を行いました。

投資口価格向上のため能動的に施策を打ち出す動きは今

後も活発化すると見ており、注目しています。分配金利回り

を重視つつ、悪材料の出尽くし感がある銘柄や既存物件の

収益改善など業績上振れ余地がある銘柄などについて、相

対的にウェイトを高めるポートフォリオ構築を行っていく方針

です。

なお、当月の分配金は、基準価額や分配可能額などを勘案

し1万口当たり45円（税引前）とさせていただきました。



東証REIT指数の推移（2003年4月1日 ～ 2025年4月30日)
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2025年4月30日現在
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・東証REIT指数および東証REIT指数（配当込み）は参考指数で、当ファンドのベンチマークではありません。
・上記のグラフは過去の実績を示したものであり、将来の動向や当ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
・東証REIT指数の指数値および東証REIT指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会

社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証REIT指数に関するすべての権利・ノウハウ
および東証REIT指数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、東証REIT指数の指数値の
算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものでは
なく、本商品の設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

※ブルームバーグのデータを基にアセットマネジメントOneが作成しております。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。
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当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

 

○当ファンドは、主としてマザーファンドを通じて、わが国の取引所に上場している不動産投資信託証券に投資し
ます。実質的に組み入れた投資信託証券の値動きなどの影響により基準価額が変動しますので、これにより投資
元本を割り込み、損失を被ることがあります。これらの運用による損益は、すべて投資者のみなさまに帰属しま
す。したがって、当ファンドは元本が保証されているものではありません。 

○購入のお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書(交付目論見書)をあらかじめまたは同時にお渡しします
ので、必ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただき、投資に関してはご自身でご判断ください。また、あ
らかじめ交付される契約締結前交付書面など(目論見書補完書面を含む)の内容をよくお読みください。 

 

ファンドの特色(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください) 

 
１．主として新光Ｊ－ＲＥＩＴアクティブ・マザーファンド(以下｢マザーファンド｣という場合があります｡)を通じて、

わが国の取引所に上場(上場予定を含みます｡)している不動産投資信託証券(以下｢Ｊ－ＲＥＩＴ｣といいます｡)に
投資します。 

◆当ファンドの運用は｢ファミリーファンド方式｣で行います。 

◆Ｊ－ＲＥＩＴの実質組入比率は、原則として高位とすることを基本とします。 
 

２．マザーファンドにおいては、個別銘柄の調査・分析に基づいて、相対的に高水準の配当金の確保を図りつつ、投
資信託財産の長期的な値上がり益の獲得を目指しアクティブに運用を行います。 

◆マザーファンドの運用にあたっては、りそなアセットマネジメント株式会社より投資助言および情報提供を受けます。 

※投資信託財産が小規模である場合、市況の急激な変化が予想される場合、また、やむを得ない事情が発生した場合には、上記のような運

用を行わない場合があります。 

３．原則として、毎月２２日(休業日の場合は翌営業日｡)の決算時に、収益の分配を行います。 

◆分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益と売買益(評価益を含みます｡)などの全額とします。 

◆分配金額は、経費控除後の利子・配当等収益を中心に安定した分配を行うことを目標に委託会社が決定します。ただし、
分配対象額が少額の場合には、分配を行わないことがあります。 

◆上記にかかる分配金額のほか、分配対象額の範囲内で基準価額水準や市況動向などを勘案して委託会社が決定する額を付
加して分配する場合があります。 

◇運用状況により分配金額は変動します。将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありませ
ん。 

 
 

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。 
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当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。
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当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

 

主な投資リスクと費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください） 

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による
損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものでは
なく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 
また、投資信託は預貯金と異なります。 

当ファンドが実質的に投資するＪ－ＲＥＩＴは不動産投資信託が発行する証券であることから、不動産投資信託に対する様々な角
度からの市場の評価により価格が変動し、当ファンドの基準価額と収益分配金に影響を及ぼします。 

●保有不動産への評価 

不動産の賃貸市場や売買市場、金利環境、経済情勢などの影響を受けて、不動産投資信託が保有する物件の賃貸料収入が減ったり、
保有物件そのものの価格が下落したりすることで、Ｊ－ＲＥＩＴの価格の下落や配当金の減少の可能性があります。 
また、不動産に対する課税や規制が強化された場合には、不動産価格全般が下落することでＪ－ＲＥＩＴの価格も下落することが
あります。さらには保有不動産が地震や火災の被害を受けた場合など、予想不可能な事態によってＪ－ＲＥＩＴの価格の下落や配
当金の減少の可能性があります。 

●配当利回り水準に対する評価 

不動産投資信託の利益の減少はＪ－ＲＥＩＴの配当金の減少をもたらし、当ファンドの収益分配金に影響を与える可能性がありま
す。また、Ｊ－ＲＥＩＴの配当金の減少はＪ－ＲＥＩＴの価格を下落させる要因にもなります。 
Ｊ－ＲＥＩＴの配当利回りの水準が公社債や預貯金などの金利水準と比較されることで、Ｊ－ＲＥＩＴの相対的な魅力度が変化し
ます。金利が上昇する局面において、Ｊ－ＲＥＩＴの配当利回りの水準に変化がない場合はＪ－ＲＥＩＴの価格が下落する要因に
なります。景気拡大や物価上昇により、賃貸料または不動産価格の上昇が見込めるような状況下での金利上昇局面では、必ずしも
Ｊ－ＲＥＩＴの価格が下落するとは限りません。 

●企業体としての評価 

不動産投資信託は、運用会社をはじめとする関係者により運営される企業体と見ることができます。この不動産投資信託の投資・
運営の巧拙、財務内容により、Ｊ－ＲＥＩＴの価格も変動することが考えられます。不動産投資信託では、資金の借り入れや債券
の発行により不動産に投資することがあります。この場合、金利が上昇したときには一般に支払金利が増加することから利益の減
少要因となり、Ｊ－ＲＥＩＴの価格が下落する要因になります。また、財務内容の悪化などにより不動産投資信託も倒産、上場廃
止となる場合があります。 
 
また、当ファンドが実質的に投資するＪ－ＲＥＩＴには、次のような有価証券としてのリスクがあり、当ファンドの基準価額と収
益分配金に影響を及ぼします。 

●取引所における取引の需給関係による価格変動リスク 
一般に有価証券は、新規発行などにより大幅に供給が増加すると取引価格が下落する傾向が見られます。特定の不動産投資信託ま
たは複数の不動産投資信託の増資や新規上場などにより、取引所における証券の供給が増加したときは、当該不動産投資信託の個
別の証券だけでなく全体的にＪ－ＲＥＩＴの価格が下落することがあります。 

●取引所における取引量が減少または無くなることによる流動性リスク 

取引所での売買高が少ない場合や、上場廃止などにより取引所で取引ができなくなった場合は、証券を希望する時期に、希望する
価格で、希望する数量を売買できないことがあります。特に流動性が低下したＪ－ＲＥＩＴを売却する場合には、当ファンドの基
準価額を下落させる要因になることがあります。 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 

当ファンドへの投資に伴う主な費用は購入時手数料、信託報酬などです。  

費用の詳細につきましては、当資料中の「ファンドの費用」および投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
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当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではあり
ません。後述の「投資信託ご購入の注意」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。

マンスリーレポート

りそなＪリート・アクティブ・オープン（愛称 日本のツボ）

お申込みメモ（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください）

購入単位 販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円）

購入価額 購入申込受付日の基準価額（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額 換金申込受付日の基準価額

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として営業日の午後3時30分までに販売会社が受付けたものを当日分のお申込みとします。なお、販売会社によっては
異なる場合がありますので、詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付

の中止および取消し

金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受

付を中止することおよびすでに受付けた購入・換金のお申込みを取り消す場合があります。

信託期間 2030年6月24日まで（2010年6月24日設定）

繰上償還 次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上償還）することがありま

す。

・受益権の総口数が10億口を下回った場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める場合

・やむを得ない事情が発生した場合

決算日 毎月22日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年12回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。

※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社によっては、どちらか一
   方のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

課税関係 課税上は株式投資信託として取り扱われます。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象となります。

当ファンドは、NISAの対象ではありません。

※原則、収益分配金の普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して課税されます。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更となることがあります。

ファンドの費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください）

●投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入価額に、2.2％（税抜2.0％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額となります。

信託財産留保額 ありません。

●投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.1％（税抜1.0％）

※運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期末または信託終了のときファンドか

   ら支払われます。
※信託報酬には、新光J－REITアクティブ・マザーファンドの投資顧問会社（りそなアセットマネジメント株式会社）に対する

   投資顧問報酬（年率0.15％（税抜））が含まれます。

※ファンドが投資対象とする上場不動産投資信託証券（J－REIT）については、市場の需給により価格が形成されるため、
   その費用を表示することができません。

その他の費用・手数料

 

その他の費用・手数料として、お客様の保有期間中、以下の費用等を信託財産からご負担いただきます。

・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料 ・信託事務の処理に要する諸費用 ・外国での資産の保管等に

要する費用　・監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用　　等

監査費用は毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期末または信託終了のとき、その他の費用等はその都度ファ
ンドから支払われます。

※これらの費用等は、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に料率・上限額等を示すこ

   とができません。

下記の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。
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投資信託ご購入の注意

投資信託は、

当資料のお取扱いについてのご注意

① 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を通

して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

② 購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

③ 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

○ 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性につい

て、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

○ 当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

○ 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。

○ お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

○ 投資信託は、主に国内外の株式、公社債および不動産投資信託などの値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替リスクもあります）
に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者の皆さ

まの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用によ

る損益は全て投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

◆ファンドの関係法人 ◆

＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社
[ファンドの運用の指図を行う者]

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

＜受託会社＞株式会社りそな銀行

[ファンドの財産の保管および管理を行う者]

＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください
＜投資顧問会社＞りそなアセットマネジメント株式会社

[委託会社に対して投資助言および情報提供

などを行います。]

◆委託会社の照会先 ◆

アセットマネジメントOne株式会社
コールセンター 0120-104-694

(受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

ホームページ URL https：//www.am-one.co.jp/



販売会社（お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

○印は協会への加入を意味します。 2025年5月13日現在

    ●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。

     また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

    ＜備考欄について＞

    ※1　新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。

    ※2　備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。

    ※3　備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 （原則、金融機関コード順）
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商号 登録番号等

日本証

券業協

会

一般社

団法人

日本投

資顧問

業協会

一般社

団法人

金融先

物取引

業協会

一般社

団法人

第二種

金融商

品取引

業協会

備考

株式会社りそな銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○


